
■令和６年度からの区障がい者基幹相談支援センター業務について

（令和３年度～令和５年度） （令和６年度～令和８年度）

　業務内容 　業務内容

1 1

2 専門的な知識を必要とする困難ケース等への対応 2 専門的な知識を必要とする困難ケース等への対応

3 3 地域の相談支援体制強化の取組

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

（単価契約） （単価契約）

・

・

・

・

地域の相談支援体制強化の取組

区障がい者基幹相談支援センター

障がい者相談支援事業 障がい者相談支援事業

・福祉サービスの利用援助等に係る相談対応及び情報提供

・相談支援等の各種支援施策に関する助言等の実施

・各区保健福祉センターなどの関係機関と連携のうえ、支援が困難なケースに対応
・（新規）地域生活定着支援センターなどの関係機関と連携のうえ、触法障がい者等への支
援に対応

・区からの依頼に応じた相談支援事業者の選定及び後方支援

区地域自立支援協議会の取組 区地域自立支援協議会の取組

・包括的な相談支援体制の構築

地域移行の推進に向けた取組 地域移行の推進に向けた取組

・障がい者支援施設等からの地域移行のコーディネート

権利擁護・虐待の防止のための取組 権利擁護・虐待の防止のための取組

・施設への働きかけ

・親元からの自立等に向けた支援

・区地域自立支援協議会への主体的参画 ・（新規）個別事例の情報共有のうえ、関係機関の連携及び適切な対応に取り組む

障がい者緊急一時保護施設退所支援等事業

・障がい者虐待に対する通報又は届出の受理

・障がいを理由とする差別や成年後見制度の利用等に関する相談対応等

地域の計画相談支援を行う人材育成の取組

障がい者施策等に関する本市からの周知や広報啓発活動への協力 障がい者施策等に関する本市からの周知や広報啓発活動への協力

・相談支援従事者研修の実習受入

・新規従事者開拓

地域の計画相談支援を行う人材育成の取組

住宅入居等支援事業

一人暮らし体験支援事業

施設入所者地域生活移行促進事業

触法障がい者等

への支援

総合支援法改正（R6.4月）

への対応

資料４


